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資　料

女子に対する社会正義のキャリア支援
―九州地区の大学生調査を手がかりとして―

高 丸　理 香＊

問題と目的

新型コロナウイルス感染症の拡大による女性の
雇用や生活面への深刻な影響が顕在化したこと
は、奇しくも我が国に根強く残存している「ジェ
ンダー中立ではない」仕組みや政策への疑義を呈
することとなった。コロナ下の女性への影響と課
題に関する研究会（2021）によると、コロナ下で
打撃を受けた飲食や宿泊業などのサービス業の雇
用者には女性が多く、さらにその女性のほとんど
が非正規雇用であったことで、休業せざるを得な
い状況に所得が大幅に減少したという。より深刻
な事例としては、夫の在宅勤務による精神的暴力
や、給付金が世帯主である夫に支払われたことで
妻が受け取れないといった経済的暴力など、ドメ
スティックバイオレンス（DV）による相談が増
加したことが報告されている。

このような状況は、世界各国の男女格差を測る
ジェンダー・ギャップ指数で、2021年の日本が
156カ国中120位（World Economic Forum, 2021）
と、先進国でも最低水準にあることからも推し量
ることができる。ただし、「経済（0.604）」「政治

（0.061）」「教育（0.983）」「健康（0.973）」の4分野
のうち、「教育」と「健康」のスコアは高く、男
女平等とする「1」に近い数値である。実際に、
日本における女子の大学進学率の上昇幅は目覚ま
しく、2021年5月時点の大学学部学生全体に占め
る女子の割合は45.6％と過去最高となった（文部

科学省，2021）。
しかし、そのような女子大学生が、将来の姿

としてうつすであろう「働く女性」の実態は停
滞したままである。たとえば、帝国データバン
ク（2020）の『女性登用に対する企業の意識調
査』によると、従業員に占める女性の割合は平均
25.8％（有効回答企業数：1万1,732社）であり、
さらに、管理職の割合は平均7.8％、役員の割合
は平均10.8％である。高等教育機関で教授に携わ
る女性の割合はさらに低く、国立大学全体におけ
る女性教員比率は17.7％、学長・理事・副学長の
合計の女性比率はわずか9.4％と報告されている

（国立大学協会，2020）。このように、女子が大学
に進学したとしても、学びの場で男女間の格差を
目の当たりにしているのであれば、卒業後に「経
済」や「政治」の分野で活躍するイメージを持ち
にくいことは想像に難くない。

教育水準の高さが就業率の高さと比例すること
は多くの知見から知られるところである。ただ
し、そこにジェンダー差という指標を加えると、
女性の学歴の高さが必ずしも就業率と結びついて
いない。たとえば、国際労働事務局（2019）の国
際調査では、大卒成人男性の8割以上が就業して
いるのに対し、「大卒成人女性の41.5％以上が失
業中または労働力から外れている」と報告されて
おり、女性は、必ずしも教育で得られた資源を就
業場面に活用できているとは言えない。

これらの要因については、人的資源論やネット
ワークの理論など、多領域での検討が進んでいる
が、本稿では、それらのメカニズムを解明するこ
とを目的とはしない。そうではなく、就業におけ
るジェンダー格差が残存する社会を所与のものと
して、社会正義に基づく支援を「性差」という観
点から捉え直し、十分な教育を受けながらも経
済、政治の側面では外れてしまいがちな女性に対
するエンパワメントのあり方を探索する。特に、
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高等教育機関における女子学生に対する「社会正
義のキャリア支援（下村，2020）」の実践に向け
た端緒をつかもうとするものである。

1．女子大学生のキャリア選択と家族
女子大学生がどのようなキャリア形成を望んで

いるかを考えるうえで、家族との関係性からの議
論を欠くことはできない。それは、歴史的に「女
性が家族に包摂される存在」であることを当然視
され、女性の労働が家族にとって「副次的な稼ぎ
手」としてしか位置づけられていないことに起因
する。女性は男性ほどには「稼ぎ手」としての責
務を負わないといった暗黙の規範ゆえに、女性が
非正規雇用やパートタイムなどの不安定な雇用状
態であったとしても、それが社会的問題であるこ
とを見えにくくしている（小杉・宮本，2015）。

たとえば、女子は男子と比べて、勤務地が限定
される企業を希望したり（労働政策研究・研修機
構，2018）、職業選択時から結婚後のライフコー
スを予期したりする傾向があり、その結果、家族
の期待に左右されたキャリアを選択しがちである
という（労働政策研究・研修機構，2021）。この
ことは、ベネッセ教育総合研究所（2018）『第3回
大学生の学習・生活実態調査報告書』にて、女子
が「保護者のアドバイスや意見に従うことが多
い」傾向との報告から裏付けられる。つまり、女
子大学生は、親元に残り「家族の世話役割」を引
き受けたキャリア形成が合理的であるといった予
測から、自らでその期待に沿うような選択をする
のである。

家族の多様化により、稼ぎ手の夫と家事担い手
の妻を標準とした「家族のモデル」は消失し、家
族形成やそのあり方も自主選択の結果だと言われ
る時代となった（博報堂生活総合研究所，2019）。
それにもかかわらず、未だに女子大学生が、従来
からの「家族のモデル」に囚われてしまうのはな
ぜなのだろうか。津富（2014）は、若者が「働く
こと」にまつわる失敗の予期から回避するため
に、「イエ」のプライドや家族間パワーバランス
の保持といった家族の戦略に閉じ込められてしま
うとする。また、育児と介護にまつわる家族の戦
略には、保育所待機児童（武川，2013）や父親が
育児・家事参加をしにくい職場環境と慣行（石井
クンツ，2013）、家族のケアを前提とした介護政
策（藤崎，2013）といった諸問題に対する生き残
りをかけた経済的・象徴的利得が影響している。
それゆえに、将来の望ましいキャリア形成の予測
において、女子が男子よりも家族の枠組みや規範

によって期待される家族モデルの影響を受けやす
いのであろう。

もちろん、家族の期待と個々の家族成員のニー
ズはさまざまであり、それを画一化することは、
社会正義とは反する。よって、家族そのものに

「社会正義」が存在することが前提となっていな
ければ、個々の女性たちの願いが達成されるこ
とはない（Okin, 1989 山根・内藤・久保田訳，
2013）。あくまでも、家族は、女性自身に対する
支援の回路の一つと位置づけ、適切な情報提供に
よって、その個人としてのエンパワメントをする
ことが鍵となる。

2．地方圏における女子大学生のキャリア
女性へのキャリア支援について語るとき、「家

族」の視点とともに、「地域」からの切り口も重
要となる。それは、女性の教育水準の高さが必ず
しも就職に有利な条件とはならないことが、地方
圏と首都圏が異なる労働市場を持っていることと
関係するからである。地方圏の産業構造をみる
と、生産機能に特化しており、首都圏のような研
究開発や管理機能といった大卒者を対象とした労
働市場は少ない。このことは、大卒者の就職先候
補に影響し、地元に残る大卒者の多くが、男女の
区別なく公務や医療・福祉といった限られた職に
就いていることに結び付く（石井・宮本・阿部，
2017）。

このような雇用状況を反映して、地方圏の大学
進学率は低い傾向にあるが、特に九州・沖縄地
区の大学進学率は40％前後（リクルート進学総
研，2020）と50％を超える全国平均（文部科学
省，2020）と比べても10ポイントほど低い。加
えて、九州・沖縄地区の大学進学者のうち地元
残留率は、2019年データで男子が44.6％、女子が
51.3％と、短期大学進学者と比べてそれぞれ約25
ポイント低い状況である（リクルート進学総研，
2020）。つまり、地元就職を志向する場合は、大
学進学を必ずしもキャリア形成における利得とは
捉えられていない可能性がある。

次に、九州地区の女性の有業率および共働き
世帯の割合をみると、全国平均と比べて高い
傾向にある。たとえば、『平成29年就業構造基
本調査（総務省統計局，2018）』では、福岡県

（66.3％）を除く6県で女性の有業率が全国平均
（68.5％）よりも高く、福岡県（46.6％）と大分県
（48.0％）を除く5県で共働き世帯の割合の全国平
均（48.8％）よりも高い。しかし同時に、九州地
区の性別役割分業意識は男女ともに伝統的である
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ことが自治体調査等で報告されており、『平成28
年度男女共同参画社会に関する世論調査（内閣府
大臣官房政府広報室，2016）』にて「夫は外で働
き，妻は家庭を守るべきである」を「賛成」「ど
ちらかといえば賛成」と回答した割合は41.8％と
全国平均（40.6％）よりも1.2ポイント高い。女
性の非正規雇用の割合が高く、就業理由の第一に

「家計の補助」と回答する割合が高い傾向（総務
省統計局，2018）は、このような役割意識の影響
によるものと思われる。

このことから、九州地区には、女性が家庭の責
任者といった伝統的な性別役割分業意識が残存し
ながらも、実態としては女性の就業が当たり前と
なってきている過渡期にあると言える。そこで、
女性の進学や就業のあり方として特徴的な九州地
区の女子大学生のキャリア意識を見ていくことを
通して、社会正義のキャリア支援の手がかりを見
つけていくこととする。

方　法

1．調査概要
九州地区の大学に在籍している大学生791名

（女子418名、男子370名、その他0名、不明3名）
へのキャリア意識に関するアンケート調査を、
2019年6月から7月にかけて実施した。調査対象
校は、調査協力の承諾を得ることができた12校

（福岡県4校、鹿児島県2校、長崎県2校、佐賀県
1校、大分県1校、宮崎県2校）である。

本稿では、自由記述回答に着目し、将来のキャ
リアに対する考えやイメージについて記述された
内容から、男女差のある項目を探索的に検討し
た。質問文は、幅広い回答を得ることを目的に

「あなたが将来働くにあたっての、理想や悩み、
働くことの意味、キャリア形成についてなど、現
在考えていることを自由に記述してください」と
した。回答率は51.0％（403名）であり、内訳は、
女子52.4％（219名）、男子49.7％（184名）、不明
0.0％（0名）であった。

なお、アンケート調査にあたっては、調査者の
所属する機関における研究倫理規定に基づいて実
施し、データ利用に対する承諾を得たもののみを
分析の対象とした。

2．分析方法
分析対象は、自由記述に回答されたテキスト

データであり、言葉や表現の文意を踏まえつつ
コーディングを行ったのち、類似するキーワード

や表現形式を相互に比較することで概念を生成
した。分析にあたっては、MAXQDAを用いてツ
リー構造を作成した（佐藤，2008）。まず、得ら
れたコードを文書セグメントの文脈を参照しつ
つ、上位のコード群の生成を繰り返すことで概念
化した。次に、生成した概念同士の関係をコード
のキーワードを比較しながらグループ化したもの
をテーマと位置づけ、さらにテーマを分類化する
ことで階層構造を積み上げ、最終的にツリー構造
とした。

なお、本稿では、大学生のキャリア支援のあり
方を性差の視角から見出すことにあるため、各概
念はその出現頻度を計数し、男女間の比較を行う
こととした。また、分析の目的から、単に共通す
るキーワードの分類ではなく、その手順のなかで
前後および個々の文脈を相互比較しながら概念を
生成していくプロセスを踏むため、結果と考察を
同時に提示していくこととする。

結果と考察

1．大学生の考える将来のキャリア
「家庭生活」に関するものが3テーマ8概念、「就

職活動」に関するものが3テーマ10概念、「職業
生活」に関するものが4テーマ18概念、「キャリ
ア形成」に関するものが3テーマ10概念、「その
他」1テーマ1概念が生成された（表1）。

概念の出現件数は685件（女子387件・男子
271件）であった。多い順にみると、「職業生活」
233件（34.0 ％）、「 就 職 活 動 」169件（24.7 ％）、

「キャリア形成」135件（19.7％）、「家庭生活」
111件（16.2％）、「その他」10件（1.5％）となっ
ており、将来の職場環境や職業選択への関心が高
い傾向にある。

テーマのレベルで比較すると、「（就職活動）職
業選択の不安」が97件と最も多く、次いで「（家
庭生活）経済的安定」が93件、「（職業生活）働
き方」77件、「（就職活動）仕事に求めること」
63件であった。
（1）家庭生活　家庭生活に関する概念は、家

族形成や家族関係といった家族にまつわるもの
と、経済的安定にまつわるものがあった。

家族にまつわる概念のうち、「家族の期待に応
える存在」のみ定位家族に関したものであり、そ
れ以外は、生殖家族に関わる概念であった。具体
的には、「家族の期待に応える存在」は、両親や
祖父母が期待する職業や地位を意識した回答であ
り、「結婚・子育て願望」「結婚・出産タイミング」
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「事実婚／未婚の母」「平等な家庭内役割」は、将
来のパートナーとの関係性について回答したもの
であった。

経済的な安定性に関する概念には、「安定した
稼ぎ」といった給与が支払われる期間を意味する
ものと、「十分な収入」「夫婦対等の稼ぎ」などの

表1　九州地区大学生のキャリア意識アンケート自由記述回答における概念と回答数

分類 テーマ 概念 記述内容 
（※回答の一部を、誤字等含めてそのまま掲載）

女 
（219名）

男 
（184名）

合計 
（403名）

家庭生活 家族形成 結婚・子育て願望 将来結婚して、子供もほしい 2 0 2
8結婚・出産タイミング 大学を卒業してから10年以内に結婚したい 2 3 5

事実婚／未婚の母 結婚せず子供を産むことも女性の選択肢の1つ 1 0 1

家族関係 家族の期待に応える存在 家族のためにもなるような仕事に就きたい 2 3 5
10平等な家庭内役割 2人で家事・育児を行い、平等に生活する、支え

合う
5 0 5

経済的安定 安定した稼ぎ 安定する仕事をしたい 13 16 29
93十分な収入 十分な収入を得られるか 33 26 59

夫婦対等の稼ぎ 互いにちゃんと独立できている 5 0 5

就職活動 職業選択の不安 仕事の見つけ方がわからない どうすれば良い職業につけるか／何を一番優先し
て考えるべきか

9 7 16

97
やりたい仕事がわからない 自分がどんな仕事をしたいかがわからない 14 14 28
就職できるか不安 そもそも働きたいところに入れるか 12 7 19
適職に就けるか不安 自分に合う会社に就職することができるのか 21 9 30
働きたくない そもそも働きたくない 2 2 4

会社の選び方 転勤がない職場か 転勤などがない職場で働くのが理想 1 1 2 9勤務地をどこにするか 地元／県外で就職したい 6 1 7

仕事に求める 
こと

仕事の楽しさ 楽しく仕事をしたい 2 7 9
63好きな／やりたい仕事か 自分のやりたいことで生きていきたい 18 14 32

やりがい・生きがい やりがいを感じれる仕事 14 8 22

職業生活 就業への不安 仕事に慣れるか 仕事に慣れるのに時間がかかりそう 7 2 9

52

仕事を覚えられるか 仕事を覚えるのが遅いのでついていけるか 1 3 4
学んだことが役に立つか 学んでいる専門的な内容を活かしたい 4 7 11
仕事に対処できるか ちゃんと、その仕事ができるか 4 4 8
仕事に向いているか 自分の能力でついていけるか不安 9 1 10
納得した仕事ができるか 納得できる仕事に着きたい 5 5 10

社内制度・ 
福利厚生

違法労働・ブラックではない 残業がない／ブラックではない企業に入れるか 4 8 12

51

終身雇用 定年までしっかりと働くことができる 5 2 7
休暇が取りやすい しっかりと有給のとれる仕事につけるか 9 3 12
育児休暇がある （女性／男性の）産休や育児休暇がとれるか 9 2 11
子育て期の待遇がよい 育休前と同様に雇ってもらえる会社が理想 7 0 7
心身の健康を保てる （仕事現場で）命の危険がないか 0 2 2

職場環境 職場の雰囲気が合う 働きやすい環境でみんなと協力しあえるような雰
囲気があるといい

11 4 15

53人間関係をうまくできる 上司、同僚と上手くやっていけるか 15 15 30
ハラスメントがない パワーハラスメントを許さない会社であるか 5 3 8

働き方 長く働ける 就職した職場で長く、意欲的に働きつづげる 15 5 20

77
仕事と家庭・趣味の両立がで

きる
家庭と仕事の両立／働いて、趣味も両立しながら

やりくりしたい
41 13 54

柔軟な働き方ができる 職場に行かないでも仕事ができる／副業をありに
してほしい

2 1 3

キャリア形成 将来のキャリア 海外で働く 英語力を伸ばし、海外で働く、また移住する 5 3 8

56

起業する 会社を立ち上げて地球環境の課題に取り組みたい 2 6 8
目指している職業に就く なりたいと思う憧れの職業がある／（専門職）を

目指している
20 14 34

普通に生きたい 平凡で普通の人生を送りたい 1 1 2
考えていない 今は考えてない／流れるままに 0 4 4

働く意味 自己の成長 自分の成長にも繋がる仕事したい 7 14 21
44社会貢献 世の中の人に喜び、幸せを与える仕事をしたい 7 11 18

社会参画 働くということは社会に自分が参加すること 2 3 5

能力・評価・ 
昇進

能力を高められるか 自分の能力を活かせ、さらに向上できる仕事に就
きたい

6 1 7

35認めてもらえるか 自分の能力を認めてもらえるのか 3 5 8
昇進できるか 出世できるように努力していく 2 8 10
女性が活躍できるか 男女問わず同等に扱ってくれる会社で働きたい 10 0 10

その他 政治・社会への不信感 社会の今の動きとして、日本でこのまま働いてい
ていいのか

7 3 10 10

387 271 658
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給与額に関するものがあった。
出現頻度をみると、家族にまつわる概念の合計

が18件であるのに対し、経済的安定は93件と多
く、将来の家族への関心よりも、経済的な関心が
高い傾向にあった。
（2）就職活動　就職活動に関しては、職業選

択の不安にまつわる概念に加え、会社の選び方や
仕事に求めることといった概念があった。

職業選択の不安には、「仕事の見つけ方がわか
らない」「やりたい仕事がわからない」といった
就職活動そのものに対する不安と、「就職できる
か不安」「適職に就けるか不安」「働きたくない」
といった就職することに対する不安があった。

また、会社の選び方については、「転勤がない
職場か」「勤務地をどこにするか」といった働く
場所に関した回答であり、仕事に求めることにつ
いては、「仕事の楽しさ」「好きな/やりたい仕事
か」「やりがい・生きがい」といった仕事の内容
そのものへの関心について回答していた。

概念間の出現頻度を比べると、職業選択の不安
にまつわる概念が97件、会社の選び方と仕事に
求めることの合計が72件であり、職業選択への
不安がやや高い傾向にあった。
（3）職業生活　職業生活に関する概念をみる

と、就業への不安に加え、社内制度や福利厚生と
いった会社の制度にまつわるもの、職場環境や働
き方にまつわるものがあった。

就業への不安には、「仕事に慣れるか」「仕事
を覚えられるか」「学んだことが役に立つか」「仕
事に対処できるか」「仕事に向いているか」と就
業するうえでの職場への適応能力に関するもの、

「納得した仕事ができるか」といった主観的な満
足度に関するものがあった。

会社の制度については、「違法労働・ブラック
ではない」「終身雇用」「休暇が取りやすい」「育児
休暇がある」「子育て期の待遇がよい」「心身の健
康を保てる」といった概念が生成され、心身の休
息をとりながら、長く働ける会社を意識した回答
があった。

職場環境に関する概念は、「職場の雰囲気が合
う」「人間関係をうまくできる」「ハラスメントが
ない」といった職場の人間関係を意識した回答で
あり、働き方については、「長く働ける」のよう
な就業継続に関するものと、「仕事と家庭・趣味
の両立ができる」「柔軟な働き方ができる」といっ
た働きやすさに関するものがあった。

各概念の出現頻度をみると、働き方に関する概
念の合計が77件と最も多く、次いで、職場環境

が53件、就業への不安が52件、会社の制度が51
件とほぼ同じ頻度であった。
（4）キャリア形成　キャリア形成に関する概

念には、将来のキャリアにまつわるものと、働く
意味や能力・評価・昇進といった将来の働く姿に
まつわるものがあった。

将来のキャリアとは、「海外で働く」「起業する」
「目指している職業に就く」といった具体的な職
業をイメージした回答と、「普通に生きたい」「考
えていない」と将来のイメージを持っていない回
答が二極化していた。

また、将来の働く姿をイメージしたうえで、「自
己の成長」「社会貢献」「社会参画」といった働く
意味づけを行った回答があった一方で、「能力を
高められるか」「認めてもらえるか」「昇進できる
か」「女性が活躍できるか」といった具体的な評
価や昇進を意識した回答があった。

出現頻度は、将来のキャリアにまつわる概念が
56件、将来の働く姿を意識した概念の合計が79
件であった。

2．大学生のキャリア形成における男女差
次に、生成された概念の出現頻度において、男

女を比較した。
まず、男女のいずれかで回答数が「0」であっ

た概念を抽出すると、男子は「（家族形成）結婚・
子育て願望」「（家族形成）事実婚/未婚の母」「（家
族関係）平等な家庭内役割」「（経済的安定）夫婦
対等の稼ぎ」「（社内制度・福利厚生）子育て期の
待遇がよい」「（能力・評価・昇進）女性が活躍で
きるか」の6概念、女子は「（社内制度・福利厚生）
心身の健康を保てる」「（将来のキャリア）考えて
いない」の2概念であった。

男子の回答がない概念とは、女子のみの回答に
よって生成された概念と同意であるが、それらの
すべてが家庭内の性別役割分業や職場内のジェン
ダー格差を意識したものであった。女性の結婚ま
での期間の長短には、その時々の女性自身の就業
状況が影響すると言われているが（柳下・不破，
2017）、女子大学生が考える理想の職場には、定
位家族だけでなく、将来の生殖家族が持つ規範に
も左右されることを予期した回答が含まれている
と考えられる。

概念の出現の有無による男女間の比較では、男
子または女子の関心の所在にあたりをつけること
はできるが、各概念における男女差までは分から
ない。そこで、男女それぞれの回答者数あたりの
出現パーセントを比較し、男女間の差が大きい概
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念を抽出した。その結果、最も差が大きかった
概念は、「（働き方）仕事と家庭・趣味の両立が
できる」であり、男子7.1％（13件）、女子18.7％

（41件）と女子が11.6ポイント高かった。次いで、
「（職業選択の不安）適職に就けるか不安」が男子
4.9％（9件）、女子9.6％（21件）で4.7ポイント差、

「（能力・評価・昇進）女性が活躍できるか」が男
子0.0％（0件）、女子4.6％（10件）の4.6ポイン
ト差といずれも女子が高い結果となった。なお、
男子の頻度が高い概念は「（働く意味）自己の成
長」であり、男子7.6％（14件）、女子3.2％（9件）
と4.4ポイント差、次いで、「（能力・評価・昇進）
昇進できるか」が男子4.3％（8件）、女子0.9％（2
件）の3.4ポイント差であった。

女性は、専門職などの職業経歴を持つことで不
確実な雇用状況が解消され、かつ家庭内運用を安
定させることができると判断した場合に、結婚へ
と促される傾向にあるという（麦山，2017）。女
子大学生の結果をみると、家庭と仕事の両立と
いった結婚や出産した後の働き方を意識している
だけではなく、その前段階から、適職や女性活躍
など、結婚に向けた職業経歴として合理的なキャ
リアを積みたいとする願望が読み取れる。これに
対して、男子大学生は、仕事における成長や昇進
など、職業生活での実質的な位置づけへの関心が
見受けられる。

結　論

本稿では、九州地区の女子大学生のキャリア意
識を「家族」と「地域」の切り口から検討するこ
とで、社会正義のキャリア支援のあり方を探って
きた。結果からみえてきたこととは、女子大学生
が将来のキャリア形成の大部分において、結婚や
出産に向けて用意周到に準備しようとする姿であ
り、男子大学生のように純粋に職業生活における
キャリア形成を意図する姿とは異なる点である。
ここで見えてきた、大学生の将来のキャリア形成
に対する意識は、男女であわせ鏡のような様相を
呈している。これは、女性としての期待と男性と
しての期待が表裏一体であるジェンダー格差に、
個としてのキャリアが見えにくいといった問題が
所在しているということであろう。そうであれ
ば、女子大学生にむけた社会正義のキャリア支援
の実践が肝要となる。

女子大学生のキャリア意識については、①家
庭内ダイナミクスの中で女性が「家族の世話役
割」を持つとの認知が結婚や子育てによる退職イ

メージの定着に結びつくこと（Takeuchi, Yokoo, 
Takahashi, Awazu, Takeda, & Suzuki, 2021）、
②大学生活を送るなかで、結婚や子育てなどによ
る就業中断や3年以内の転職の可能性をより強く
持つこと（溝口，2018）が明らかになっている。
すなわち、男性と同等な教育水準を獲得した女性
であったとしても、家庭教育で内面化された世話
役割の認知が、高等教育の過程で現実のものとし
て定着していると捉えることができる。

女子大学生の性別役割分業を意識したうえでの
キャリア形成や就業継続への希求は、職業選択や
将来のキャリア形成をイメージするうえで「家族
の世話役割」と「男性並みに働く」ことの歪みを
象徴しているように思われる。高い教育水準によ
る資源を獲得するからこそ、男性領域である職業
場面で社会的成功をおさめるために、男性並みで
なければとするプレッシャーが立ちはだかる（多
賀，2011）。他方の家庭場面では、女性に付与さ
れた世話役割を達成することが前提としてある。
そのジレンマが彼女たちの回答から聞こえてくる
ようである。そのため、高等教育における「社会
正義のキャリア支援」には、女子大学生自身が内
面化しているジェンダーバイアスの呪縛から解き
放つことから始める必要がある。

Takeuchi et al. （2021）は、女子のキャリア教
育における、女性自身が持つキャリア・ステレオ
タイプへの気づきや、進路選択時の自己効力感の
醸成を目指したプログラムの必要性を提唱してい
る。たしかに、キャリア教育を通して女性のキャ
リア形成にかかわる多角的な視点の習得を目指
すことは有効である。しかしながら、下村・大
原（2019）が指摘するように、授業などの多数派
を対象としたプログラムを提供するだけでは、少
数派が持つ格差や不平等へのまなざしには限界が
ある。それゆえにキャリア教育を基盤としつつ、
個々に対するキャリア支援を補完的に実践してく
ことが重要となる。

本稿では、性差を切り口とした分析を主とした
が、もう一つ、対象者が地方圏大学生であるとい
う点も鑑みる必要がある。今回の調査結果は、首
都圏を主とした女子大学生のキャリア意識に関す
る知見（矢澤・岡村・東京女子大学女性学研究
所，2013他）による「家庭生活を含めた長期的
なキャリア形成を意識する傾向」と一見して大き
な違いはない。しかし、男女差の比較において、
女子ならではの概念が色濃く抽出された点には注
目するべきである。高丸・出雲・橋本（2020）は、
大学案内の計量テキスト分析から、地方圏の女子
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大学が、保守的でおとなしい人材を望ましい女性
像として、メッセージ性をもって発信している可
能性を指摘している。つまり、家庭内役割や女性
活躍に関する概念が女子の回答からしか抽出され
なかったことは、対象者が大学生活のなかで九州
地区に特有の性差や性別役割を目の当たりにした
ことの現れであるように思われる。

ここまで見てきたように、本調査の女子大学生
は、家族関係や大学生活のなかで、その地域で女
性として期待される役割や規範を強く認識し、そ
こから逸脱しないかたちでのキャリアを思い描い
ていることが分かった。そうであれば、大学生活
においては、女子大学生が持つ家族形成や家族関
係のあるべき姿が「家族の世話役割ありき」で
あっても、そのイメージを尊重しつつ、個々の異
なるニーズを充足できるような新たな視点からの
機会の提供が求められる。Hooks（2015 野﨑・
毛塚訳，2017）によって提示されているように、
女性たち自らが持つ性差別主義への執着を断ち切
る手助けを、個々の状況に応じて取り組むこと
が、女子に対する社会正義のキャリア支援のあり
様なのであろう。社会正義のキャリア支援による
個々の女性たちへのエンパワメントは、それ自体
は小さな一歩でしかないが、複数の行為の集積が
社会変動につながる大きな動力ともなり得ると考
えられる。
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付　記
本稿では、公益財団法人アジア女性交流・研究

フォーラムにおける2018／2019年度KFAW客員研究
員研究（高丸理香・出雲俊江・橋本嘉代）「女性視点の
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